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金庫の経営方針について 
 

基本方針 

 

 

○ 金庫の公共性と社会的使命を自覚し、金融を通して地域社会の 

繁栄に奉仕する。 

○ 健全にして積極的経営を行う。 

○ 役職員の資質の向上と生活の安定を図る。 

○ 役職員一体となり、明朗にして誇りある職場にする。 

 

 

経営理念 

 

 

「地域との共生」 

 

日田信用金庫は、地域専門金融機関であり、その存在意義を真剣に

考え、課せられた使命と目的の達成のため、地域との関わりを深め、

地域の役に立つ金融機関として「地域との共生」を図ってまいります。 

 
 

     

        ①地域の更なる発展・活性化に資する。 

        ②職員が安心して気持ちよく働ける金庫とする。 

           キャッチフレーズ 

「Face to Face」 

「つながる心 広がる未来 これからも地域とともに」 

 

 

経営方針 

 

 

 

より一層安定・安心できる日田信用金庫経営の構築に向け、 

       全役職員が高い志を抱き、気力と責任感を持って業務推進に取り 

組んでまいります。 

 

＜2020 年度の行動指針＞  

・事業基盤である信用の堅持に努める。 

・職員が働き甲斐を持てる職場環境を醸成する。 

・経営の効率化と合理化を進める。 

・企業支援により地域経済の活性化を図る。 

・持続可能なビジネスモデルの構築（安定収益基盤の構築） 

へ向け、本業の融資に力を注ぐ。 
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（実効性を高めるための牽制、評価等）

（報告、指示）
活性化

（プログラム策定を通じて意識浸透状況を把握）

補助手段

（法令等遵守）
（統合的リスク管理） （調整、協力）

（自己資本管理）

（自己資本管理） （顧客保護等管理） （資産査定管理）
（市場リスク） （信用リスク）
（流動性リスク）         （オペレーショナル・リスク）（オペレーショナル・リスク）

（実効ある監査実施）

（自店検査報告、自己点検指示）

１、理事の責務
諸リスク管理に係る基本方針決定・体制整備・管理態勢確立を主導。

２、理事、監事の責務
リスク管理態勢整備に関し、定期的に施策の評価を実施。

３、各管理監督者の責務
諸リスク管理に係る内部統制の的確な実施、実態の報告。

指示、指導

監査室

制度改正・規程整備を企
画立案。内部統制・研修
教育を実践

各営業店

事務局、リスク統括

（リスク管理部）

総務部 リスク管理部

活性化

提言、報告

リスク管理態勢整備等を常務
会、コンプライアンス委員会等へ
指示

理事会 監事会

戦略目標、基本方針を決定。リス
ク管理の徹底を主導。

常務会
（リスク管理態勢の確立を主導。内部統制を主導。）

コンプライアンス委員会

リスク管理体制図

業務企画部

各営業店

指示、指導

リスク管理部

内部統制、研修教育を実施

代表理事の責務（リスク管理へ
の取組姿勢を明示。リスク管理
意識の浸透にリーダーシップ発
揮）

本部各部署共通

経営陣

意見、提言

金庫の事業の運営に関する事項 
 
  金融機関は、その社会的機能から高い公共性を求められており、その経営には、健全性・透

明性が今まで以上に強く求められています。当金庫は、お客様に支持していただき、信頼され

る金融機関となるため、次の事項に努めております。 

 

  ●リスク管理体制について 

金融機関は、日頃の業務活動の範囲が広いことから、たとえば、個人情報保護をはじ

めとするお客様の利益保護のために管理体制を整備する必要があるリスク、融資を適切

に管理して全額を返済していただくための管理体制を整備する必要があるリスク、金

利・証券価格・為替相場などの変動によって資産の価値が低下することを防ぐための管

理体制を整備する必要があるリスクなど、様々なリスクに直面しております。 

当金庫では、このような様々なリスクの予防管理を適切に行い、健全な経営を保つた

め、各種規程や方針などを整備し、理事会、監事会、あるいはコンプライアンス委員会

などのチェックを厳しく受ける体制を整えております。 
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（実効性を高めるための牽制、評価等）

（報告・指示）

活性化

（実行上の留意事項決定、プログラム策定）

実行手段

周知、実行を指示

意見、提言

　　　　（調整・協力）

　　指示、指導 　 　（実効ある監査実施）

１、全役職員、各部署の責務（公益通報者保護規程、コンプライアンス・マニュアル関連）

コンプライアンス違反・抵触、不正等の行為に対する通報責務。

通報者を保護する責務。

通報事項に関する是正措置の責務。

２、理事の責務

コンプライアンスに係る業務執行の意思決定、監督に積極参加。善管注意義務。忠実義務。

３、理事、監事の責務

コンプライアンスに関し、定期的に施策の評価を実施。

４、コンプライアンス委員会の構成員

委員長　～　理事長

委　 員　～　常勤理事及び執行役員並びに監査室長。

任意出席　～　常勤監事

委員代理、オブザーバー　～　コンプライアンス・マニュアルで定める者

５、コンプライアンス責任者、担当者

コンプライアンス・遵守基準で定める者

提言

コンプライアンス委員会

（コンプライアンス態勢の確立を主導。内部統制の確立を主導。）常　務　会

経　営　陣

コンプライアンス・マニュアル
（基本方針、遵守規準）の策定、
諸問題の議論

（コンプライアンス担当者）

指示、指導

本　部　各　部　署
事務局

（リスク管理部）（コンプライアンス責任者）

（コンプライアンス担当者）

各　営　業　店

（コンプライアンス責任者）

監　査　室
意見、提言

コンプライアンス体制図

内部統制・研修教育を
実施

制度改正・規程整備を企
画立案。内部統制・研修
教育を実施

代表理事の責務（コンプライアン
スへの取組姿勢を明示。コンプラ
イアンスへの人材・規模・評価等
の確保。不祥事件等への対応の
リーダーシップ発揮）

コンプライアンスの問題点を議論
（議事録保存）

理　事　会 監　事　会

活性化

 

 ●コンプライアンス（法令等の遵守）について 

コンプライアンスとは、一般的には、法令をはじめ会社内の諸規程、さらには社会規

範に至るまでのあらゆるルールを遵守することと理解されています。 

当金庫では、理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するなど、法令等

の遵守に止まらず、お客様の利益の保護をはじめ、想定される各種リスクを正確に捉え

てその予防管理を適切に行っていくことで、より幅広くかつ的確なコンプライアンスを

保つよう努力いたしております。 

今後も、地域金融機関としての社会的使命と高い公共性を自覚し、皆様に信頼され、

安心してご利用いただけるよう努めてまいります。 
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●金融商品販売法への対応について 

 

      様々な金融商品を提供いたしております当金庫では、適切な勧誘活動を行うため

「金融商品販売法に基づく勧誘方針」を定め、勧誘方針に則った営業活動を展開して

おります。 

 

 

       金融商品販売法に基づく勧誘方針  

 

① 当金庫は、お客様の資産運用の目的、知識、経験及び財産の状況に照

らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。 

 

② 金融商品のご選択、ご購入は、お客様ご自身の判断によってお決めい 

ただきます。その際、当金庫はお客様に適正なご判断をしていただく 

ため、当該商品の重要事項について説明をいたします。 

 

③ 当金庫は、誠実、公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説 

明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修を通じて役職員の知識 

向上に努めます。 

 

④ 当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行 

いません。 

 

⑤ 金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点がござ 

いましたら窓口までお問い合わせください。 

    

 

 

 

●個人情報保護への対応について 

 

      お客様の個人情報を保護することが業務運営の基本であり、社会的な責務であると

考えております。当金庫では、個人情報の適切な保護と利用に関する取り組み方針を

「個人情報保護宣言（ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾎﾟﾘｼｰ）」として定め、個人情報の保護に取り組んでお

ります。 

 

    

    個人情報保護宣言（ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾎﾟﾘｼｰ） 

  

         当金庫は、お客様からの信頼が第一と考え、個人情報の適切な保護と利

用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）

および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の

関係法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。また、

個人情報の機密性・正確性の確保に努めます。 
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●中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 

 

1、中小企業の経営支援に関する取組み方針 

当金庫は、創立以来「地域との共生」を経営理念に掲げ、地域専門金融機関としての存在意義を真剣に考え、 

その課された使命と目的達成のために、従来より地域金融の円滑化に努めて参りましたが、より一層地域経済 

の発展に寄与するため、地域企業との継続的な経営相談及び経営支援の強化を図り、お客様が必要な資金を 

安定的に供給するために、以下の方針に基づき、全力を傾注して取り組んで参ります。 

  

地域の中小企業および個人のお客様への安定した資金供給は、事業地域が限定された協同組織金融機関である信用 

金庫にとって、最も重要な社会的使命です。当金庫は、お客様からの資金需要や貸付条件の変更等のお申込みがあった 

場合には、これまでと同様、お客様の抱えている問題を十分に把握したうえで、その解決に向けて真摯に取り組みます。 

 

2、中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況 

 当金庫は、上記の取組み方針を適切に実施するため、必要な態勢整備を図っております。 

 

・本取組み方針及び金融円滑化管理規程の制定 

・「お借入条件変更等に関する相談窓口」を各店に設置のうえ、受付担当者を配置し、業務企画部を統括部署とする態勢 

整備を実施 

・職員にお客様の事業価値を見極める能力（目利き）を向上させるため、各種研修会への派遣・庫内勉強会を実施 

・複数の金融機関から借入れを行っているお客様から貸付条件の変更等の申し出があった場合など、他金融機関との緊 

密な連携を図る必要が生じたときは、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を得たうえで、関係機関と情報の確認・照会 

を行うなど、地域金融の円滑化を実施 

・経営改善が必要な企業や事業承継が必要な企業につきましては、外部機関及び専門家派遣等の支援を実施 

 

 

3、中小企業の経営支援に関する取組み状況 

           ①創業・新規事業開拓の支援 

 ・事業計画上の年商規模及び格付け並びに信用供与基準額策定による支援及び信用保証制度等による支援 

を実施 

 ②経営改善支援・事業再生支援 

・債務者区分のランクアップへの取組み及び営業店、業務企画部が連携を図りながら経営改善指導強化先を 

選定し、事業改善計画書の策定を通じて、企業の自助努力による経営改善支援を実施 

・中小企業再生支援協議会及び県の経営サポートとの連携を図り、経営改善支援・再生計画策定の実施 

・外部機関の専門家派遣事業を活用し、経営改善支援を実施 

 

4、経営者保証に関するガイドラインの活用状況 

 当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保 

証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するための態勢を整備しています。また、経営者保証の必要性に 

ついては、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン 

の記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。 

 ２０２０年９月末 

新規に無保証で融資した件数 160 件 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 36.78％ 

保証契約を解除した件数 6 件 

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数 

（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る） 

- 
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●当金庫における苦情処理措置・紛争解決措置等の概要について 

 

当金庫は、お客様からの相談・苦情・紛争等（以下「相談・苦情等」という。） 

を営業店、または本部担当部署で受け付けています。 

 

１． 当金庫は、お客様からの相談・苦情等のお申し出に、迅速・公平かつ適切に

対応するため、金融ＡＤＲ制度を踏まえ、内部管理態勢等を整備して、相談・

苦情等の解決を図ることに努めます。 

２． 相談・苦情等のお申し出については、受付けた営業店、関係部署および業務

企画部が連携のうえで、速やかに解決を図るように努めます。 

３． 苦情等への対応に当っては、個人情報の保護に関する法律その他の法令、保

護法ガイドライン等に沿い適切に対応していきます。 

４． お客様からの相談・苦情等のお申し出を記録・保存し、その対応結果に基づ

き、相談・苦情等に対する相談・苦情等は営業店または次の担当部署へお申

し出ください。 

＜相談・苦情等に関する担当部署＞ 

日田信用金庫 業務企画部 

【住 所】〒877-0047 日田市中本町３番２０号 

【ＴＥＬ】0973-23-3177 【ＦＡＸ】0973-24-5117 

【受付時間】9：00～17：00 
（月～金、ただし金融機関の休業日を除く） 

※  お客様の個人情報は相談・苦情等の解決を図るため、またお客様とのお取引 

を適切かつ円滑に行うために利用いたします。 

５． 当金庫のほかに、一般社団法人全国信用金庫協会が運営する「全国しんきん

相談所」をはじめとするほかの機関でも苦情等のお申し出を受け付けていま

す。内容やご要望等に応じては、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を

利用することもできます。詳しくは日田信用金庫業務企画部にご相談くださ

い。 

 全国しんきん相談所 

住  所 〒103-0028 東京都中央区八重洲 1－3－7 

電話番号 03-3517-5825 

受付日時 信用金庫営業日 9：00～17：00 

受付媒体 電話、手紙、面談 

 

名  称 東京弁護士会 

紛争解決ｾﾝﾀｰ 

第一東京弁護士会 

仲裁ｾﾝﾀｰ 

第二東京弁護士会 

仲裁ｾﾝﾀｰ 

住  所 〒100-0013  東京都千代田区霞ヶ関 1-1-3 

電話番号 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249 

受 付 日 

受付時間 

月～金曜日 
(祝日、年末・年始を除く) 

9：30～12：00 

13：00～15：00 

月～金曜日 
(祝日、年末・年始を除く) 

10：00～12：00 

13：00～16：00 

月～金曜日 
(祝日、年末・年始を除く) 

9：30～12：00 

13：00～17：00 

 

名  称 熊本県弁護士会 

紛争解決ｾﾝﾀｰ 

鹿児島県弁護士会 

紛争解決ｾﾝﾀｰ 

住  所 〒860-0078 

熊本県熊本市京町 1-13-11 

〒892-0815  

鹿児島県鹿児島市易居町 2-3 

電話番号 096-325-0913 099-226-3765 

受 付 日 

受付時間 

月～金曜日 
(祝日、年末・年始を除く) 

9：00～17：00 

月～金曜日 
(祝日、年末・年始を除く) 

10：00～16：00 
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●反社会的勢力に対する基本方針 

 

私ども日田信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の 

発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢 

力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。 

 

 

１．当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対して 

は断固として拒絶します。 

 

 

２．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ 

組織として対応し、迅速な問題解決に努めます。      

 

 

３．当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜 

供与は行いません。 

 

 

４．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放 

運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。 

 

 

５．当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から 

法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。 
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１．預金・貸出金残高の状況 
 

                   （単位：百万円）   ＜参考＞       （単位：百万円） 

科 目 2020 年 9 月末 

 

2019 年 9 月末 2019 年度 

預  金 42,983 41,167 40,933 

貸 出 金        23,611 23,037 23,377 

 

 

２．貸出金残高の業種別内訳 
 

（単位：百万円）  ＜参考＞    （単位：百万円） 

業種区分 2020 年 9 月末 

 

 

 

2019 年 

9 月末 
2019 年度 

 製造業 1,963 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,790 1,915 

 農業、林業 465 449 490 

 漁業 － 3 3 

 鉱業、砕石業、砂利採取業 14 19 21 

 建設業 1,653 1,694 1,773 

 電気･ガス･熱供給･水道業 484 617 510 

 情報通信業 127 327 135 

 運輸業、郵便業 323 371 270 

 卸売業、小売業 2,817 2,548 2,622 

 金融、保険業 279 263 264 

 不動産業 2,037 1,869 1,917 

 物品賃貸業 7 8 8 

 学術研究、専門、技術サービス業 0 5 2 

 宿泊業 481 455 449 

 飲食業 754 689 687 

 生活関連サービス業、娯楽業 606 541 528 

 教育、学習支援業 59 － 60 

 医療、福祉 219 229 215 

 その他サービス業 1,498 1,108 1,292 

 地方公共団体 1,758 1,983 1,880 

 個人(住宅・消費・納税資金等) 8,058 8,059 8,327 

 合 計 23,611 23,037 23,377 

  （注）業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 
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３．有価証券の時価情報 
 

 ① 売買目的有価証券 

    該当ありません 

② 満期保有目的の債券                           （単位：百万円） 

 

種  類 

2020 年 9 月末 2019 年度 

貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

時価が貸借

対照表計上

額を超える

もの 

国債 － － － － － － 

地方債 － － － － － － 

短期社債 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 450 499 49 450 497 47 

小 計 450 499 49 450 497 47 

時価が貸借

対照表計上

額を超えな

いもの 

国債 － － － － － － 

地方債 － － － － － － 

短期社債 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 300 299 △0 300 297 △2 

小 計 300 299 △0 300 297 △2 

合 計 750 798 48 750 795 45 

  （注） １．時価は、基準日における市場価格等に基づいております。 

      ２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。 

      ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表に含めておりません。 

 ③ 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

    該当ありません 

 ④ その他有価証券                             （単位：百万円） 

 

種  類 

2020 年 9 月末 2019 年度 

貸借対照表

計上額 
取得原価 差 額 

貸借対照表

計上額 
取得原価 差 額 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

株式 － － － － － － 

債券 7,935 7,628 306 6,629 6,311 318 

 国債 2,280 2,141 139 2,421 2,254 167 

 地方債 2,944 2,851 93 2,961 2,854 106 

 短期社債 － － － － － － 

 社債 1,236 1,195 41 1,247 1,202 44 

 その他 1,473 1,440 33 51 50 1 

小 計 7,935 7,628 306 6,681 6,361 319 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

株式 － － － － － － 

債券 － － － － － － 

 国債 597 601 △3 － － － 

 地方債 － － － － － － 

 短期社債 － － － － － － 

 社債 0 0 △0 0 0 △0 

 その他 － － － 374 390 △15 

小 計 598 602 △3 375 390 △15 

合 計 8,534 8,231 303 7,057 6,752 304 

  （注） １．貸借対照表計上額は、基準日における市場価格等に基づいております。 

      ２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。 

      ３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表に含めておりません。 

 ⑤ 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券           （単位：百万円） 

 2020 年 9 月末 2019 年度 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

子会社・子法人株式 － － 

関連法人等株式 － － 

非上場株式 5 5 

合    計 5 5 
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４．損益の状況 
（単位：百万円） 

 業務純益 経常利益 当期純利益 

2020 年 9 月末 21 35 24 

2019 年 9 月期 21 23 12 

 

 

 

 

 

 

 

５．単体自己資本比率（国内基準） 
 

   自己資本比率は、金融機関の健全性・安全性を表す重要な指標のひとつです。 

   国内のみで営業する金融機関は、4.0％以上を維持することが義務付けられています。 

 

                          ＜参考＞ 

 

単体自己資本比率 

 

2020 年 9 月末 

 

2019 年度 

 

8.53％ 

 

 

8.26％ 

 

 

自己資本比率の分子となる自己資本額は 1,766 百万円、自己資本比率の分母となるリスク・アセ

ット等計は 20,710 百万円となっております。 

今期に入り、貸出金等の資産項目に対するリスク・アセット残高が減少し、上半期中の利益剰余

金の増加により自己資本額が増加したことから、当金庫の自己資本比率は、令和 2 年 3 月期より、

0.27 ポイント上昇しております。 

なお、総所要自己資本額（リスク・アセット等計の 4%）は 828 百万円であります。 
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６．金融再生法に定める開示債権 
 

 ●金融再生法開示債権額 
                                           （単位：百万円） 

区        分 2020 年 9月末 2019 年度 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権  314  318 

危     険    債    権  641  658 

要   管   理   債  権   25   28 

正    常    債    権 22,677 22,449 

合         計 23,660 23,453 

   
 （注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

    ２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

    ３．「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。  

    ４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。  

    ５．単位未満の端数は切り捨てて計上していますので、合計及び差引計算は一致しない場合があります。   

 

 ●金融再生法開示債権の保全状況 
                                          （単位：百万円、％） 

区        分 2020 年 9月末 2019 年度 

金融再生法上の不良債権（Ａ）  982 1,004 

    破 産 更 生 債 権 及 び 

 314   318 

    こ れ ら に 準 ず る 債 権 

    危  険  債  権  641  658 

    要  管  理  債  権   25   28 

保  全  額（Ｂ）  792  812 

    貸 倒 引 当 金（Ｃ）  521  526 

    担 保 ・ 保 証 等（Ｄ）  270  285 

保  全  率 （Ｂ） ／ （Ａ）   （％） 80.65% 80.87% 

  担保・保証等控除後債権に対する引当率 

（Ｃ） ／ （ (Ａ) –  （Ｄ） ）（％） 
73.17% 73.15% 

 
 （注） 貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。 
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７．信用金庫法に定めるリスク管理債権 

 
●リスク管理債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況 

 

１．破綻先債権・延滞債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況    （単位：百万円） 

区           分 2020 年 9 月末 2019 年度 

破 綻 先 債 権  額 （Ａ） 74 75 

延  滞  債  権  額 （Ｂ） 882 900 

合         計 （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 956 975 

担 保 ・ 保 証 額 （Ｄ） 245 256 

回収に懸念がある債権額 （Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ） 711 719 

個 別 貸 倒 引 当 金 （Ｆ） 515 520 

同 引 当 率 （Ｇ）＝（Ｆ）／（Ｅ）（％） 72.43% 72.32% 

 

２．３ヶ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権に対する担保・保証及び引当金の引当状況（単位：百万円） 

 区           分 2020 年 9 月末 2019 年度 

３ヵ月以上延滞債額 （Ｈ）   0 0 

貸出条件緩和債権額 （Ｉ） 25 28 

合     計 （Ｊ）＝（Ｈ）＋（Ｉ） 25 28 

担 保 ・ 保 証 額 （Ｋ） 25 28 

回収に管理を要する債額 （Ｌ）＝（Ｊ）－（Ｋ）  0   0 

貸 倒 引 当 金   （Ｍ）  0 0 

同 引 当 率 （Ｎ）＝（Ｍ）／（Ｌ）（％） 100% 100% 
 

３．リスク管理債権の合計額                                                  （単位：百万円） 

区           分 2020 年 9 月末 2019 年度 

（Ｃ）  ＋  （Ｊ）  982 1,004 
 

（注）１．「破綻先債権」（Ａ）とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由 
 

     により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金 
 

     (未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。 
 

①更生手続開始の申立てがあった債務者 
 

②再生手続開始の申立てがあった債務者 
 

③破産手続開始の申立てがあった債務者 
 

      ④特別清算開始の申立てがあった債務者 
 

      ⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者 
 

２． 「延滞債権」（Ｂ）とは、未収利息不計上貸出金のうち次の 2つを除いた貸出金です。 
 

①上記「破綻先債権」に該当する貸出金 
 

②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金 
 

３．「3ヵ月以上延滞債権」（Ｈ）とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3ヶ月以上遅延  
 

     している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。 
 

４．「貸出条件緩和債権」（Ｉ）とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、 
 

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、 
 

     破綻先債権、延滞債権及び 3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。 
 

５．なお、これらの開示額（(Ａ)，(Ｂ)，(Ｈ)，(Ｉ)）は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と 
 

     認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるもの 
 

     ではありません。 
 

６． ｢担保・保証額」（(Ｄ)、(Ｋ)）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による 

     回収が可能と認められる額の合計額です。  

７． ｢個別貸倒引当金」（Ｆ）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、破綻先債権額（Ａ）・延 

    滞債権額(Ｂ)に対して個別に引当計上した額の合計額です。 

８. 「貸倒引当金」(Ｍ)には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、３ヵ月以上延滞債権額（Ｈ） 

         ・貸出条件緩和債権額(Ｉ)に対して引当てた額を記載しております。 
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８．地域密着型金融の取組について 

 

 
●取引先企業支援の強化について 

   ・ 経営改善・事業再生時においては、必要な金融支援策（条件変更、追加融資等）を実施し

ております。 

・ 人材育成や外部専門家と連携した取組などの検討を行い、非金融支援策の充実に努めて参

ります。 

 

●資金供給手法の徹底について 

   ・ 信用リスク管理態勢の整備を進め、担保や個人保証に過度に依存しない審査の推進に努め

ております。 

 

●地域経済への貢献について 

・ 地域生活者各層向け個人ローン商品や小規模起業者向け融資の充実に努めております。 

 

 

 

 

 

９．トピックス 
 

 

 

◆５月１４日        第５２回「懸賞金付定期預金」抽選会開催 

 

 

 ◆６月 １日        第５４回「懸賞金付定期預金」発売開始 

 

 

 ◆６月２６日        第６４期 通常総代会開催 

 

 

 ◆７月 １日       令和元年度 出資配当金支払開始 

 

 

  

 



≪店舗のご案内≫ 

 

本  店    大分県日田市中本町３－２０            ℡（0973）23－3177 

三芳支店    〃  日田市三芳小渕町２０－１        ℡（0973）24－5353 

豆田支店    〃  日田市豆田町１１-１０            ℡（0973）23－8810 

玖珠支店    〃  玖珠郡玖珠町大字帆足３７０－４   ℡（0973）72－2100 

清水支店    〃  日田市清水町７９２-１            ℡（0973）22－7800 
           （注）お電話に関しまして、平日は午後 5：30 以降、土・日曜日ならびに祝日は終日音声ガイダンスとなります。 

 

 ≪現金自動機サービスコーナーのご案内≫ 

 

本  店    店内 ATM、両替機 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 
                      ※両替機は１５：００迄となります。 

                  日田駅前出張所 ATM （日田市中央１丁目１－１１原田ビル内） 

                    （ご利用時間） 午前９時～午後９時 
                           ※ただし、１月１日は終日、１月２日～３日は午後５時以降のご利用はできません 

三芳支店   店内 ATM 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 

豆田支店   店内 ATM、両替機 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 

玖珠支店   店内 ATM 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 

清水支店   店内 ATM 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 

         田島出張所  店内 ATM  

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後５時３０分 

         日田市役所共同出張所 ATM （日田市田島町２丁目６番１号 日田市役所内） 
                       ※日田市役所共同出張所ATM は、大分銀行、豊和銀行との共同利用です 

                    （ご利用時間） 平日のみ 午前９時～午後６時 

 

 

 

 
 

 


